


主な予定
Schedule

10月16日 男女共同参画宣言都市奨励事業（島根県松江市）

10月23日 男女共同参画フォーラム（沖縄県）

10月29日 男女共同参画フォーラム（奈良県）

11月3日 男女共同参画宣言都市奨励事業（秋田県能代市）

11月12日～25日 女性に対する暴力をなくす運動（主唱：男女共同参画推進本部）
（11月25日 女性に対する暴力撤廃国際日）

11月13日 男女共同参画宣言都市奨励事業（福井県南越前町）

11月20日 男女共同参画宣言都市奨励事業（熊本県菊池市）

Foreword

Takahashi Shigesato

国立社会保障
・人口問題研
究所 副所長
髙橋 重郷

巻頭言� 共同参画に寄せて

2009年の日本の出生率は1.37と、近年やや反転上昇してきたものの、欧
州諸国でみられる力強い回復には程遠く、はるかに低い水準に低迷してい
る。このままでは、日本の人口減少は加速し、超高齢社会が急速に近づい
てしまう。
低出生率に関する様々な研究が明らかにしてきたように、男女のパート
ナーシップ形成期の雇用慣行や子育て期の女性の就業継続の困難性、さら
に子育て後の非正規雇用の多さなど、低出生率の根底には男女共同参画社
会の未成熟がある。
欧州の多くの国々では、すでに男女が労働市場に出て働くことが当たり
前となり、「男女がパートナーシップを築き、子どもを生み育てる」その
ための保育サービスや男女の育休制度、家族給付等の手厚い家族政策が福
祉国家の前提となっている。これに加えて、一生を通じたワーク・ライ
フ・バランス実現のための労働政策が推進され、出生率は持続可能な水準
を維持するものとみられている。国連推計によれば、2050年のフランスの
高齢化水準は27%と予測され、一方日本のそれはほぼ40％になるものとみ
られている。この二つの未来の違いは、男女が共に働き、子どもを生み育
てる社会、すなわち男女共同参画社会の達成度にかかっているのではない
だろうか。
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Special Feature 特集

1994年（平成6）年、内閣に男女
共同参画推進本部（本部長：内閣総
理大臣）が設置されて以降、それま
での「婦人問題」という言葉にかえ
て「男女共同参画」という言葉が広
く使われるようになりました。しか
し、「男女共同参画」のとらえかた
は、地域の現場ではまだ、男性も家
事・育児をせよ（性別役割分業意識
の改革）、女性を登用せよ、セクハ
ラをするな、の3点についての女性
の権利主張と、単純に受けとめられ
がちです。
今日、合計特殊出生率は1947（昭
和22）年の4.54から2009（平成21）
年の1.37まで下がり、総人口も現在
の1億2700万人から今世紀半ばには
3割減、人口構成も4割が65歳以上
にと予測されています。これからへ
向けてまず第1に、女性と男性がと
もに担い手として、地域課題の解決
とまちづくりにかかわっていくこと
が不可欠であることを強く発信して
いく必要があります。高齢化がすす
む中山間地である兵庫県多可町の中
村町では、今年3月の防災行動計画
の策定にあたって、日々の生活を実
際に担っている女性たちが「向こう
三軒両隣り」の強い思いで、委員会
や防災研修会ワークショップ等のプ
ロセスに深くかかわってきました。
女性消防団員が増えている地域も、
もはや人口減と高齢化のなかで女性
を抜きにしては担えなくなっている
ことが背中を押している現実があり

ます。
第2に、そうした状況のなかで、
講演会を開催して意識を変えてくだ
さいという手法のみならず、地域課
題解決のためにまず行動し、行動を
重ねるなかで意識や慣習にもやわら
かな変化が及んでいくという実践の
手法が成果をあげてきていることで
す。多可町には、廃園された保育園
を喫茶室に、農協合併で閉鎖された
農協支店跡地に農産物加工販売施設
を整備して、9年前にはじめられた
「マイスター工房八千代」（藤原たか
子施設長）もあります。今では巻き
寿司や総菜で年商1億8,000万円、29
人の雇用を創出し、地元米40t/年使
用などや文化・福祉活動も含めて、
女性たちの発言力を大いに高めてき
ています。
第3に、平均化した数字では見え
ない、地域ごとの実情のちがいに応
じた具体的な取り組みをしていく必
要があることです。兵庫県（41市
町）でも、今年4月の保育所待機児
童は997人（10市）ですが、しかし
同時に、昨年度郡部を中心に607人
（14市町）の保育所定員減も起こっ
ています。15歳未満の子どものいる
三世代同居率も、香美町65%から芦
屋市6%まで大きく異なり、それぞ
れの地域の直面する課題や解決の手
法もまた一律ではなく異なってきま
す。
第4に、取り組んでいくときのノ
ウハウ（know how）の共有はも

ちろんですが、それと同時にノウ
フー（know who）＝誰を知って
いるかということが重要であること
です。ネットワークとよく言われま
すが、個人と個人の信頼に裏打ちさ
れた人間関係のないところで、組織
と組織のネットワークを機能させよ
うとしてもむずかしい。民間・行政
を問わず、肩書きが変わっても続い
ていく「持ち運べる人間関係」を紡
ぐことのできるしかけ、一緒に何か
を「する」ことによって人間関係を
深めていくことのできるしかけが、
今まさに大切であるように思います。
人口減少・少子高齢化が進む中、
男女がともに取り組むことによって
こそ地域課題解決の糸口はたぐり寄
せることができる、またそうした具
体の取り組みをともにする中でこそ
人間関係もつくられ、意識も変わ
り、結果に結びつくことによって、
男女共同参画が地域に根付いていく
ことができる～そうした実践を地域
から広げていきたいと思います。

地域における男女共同参画
の推進について

内閣府男女共同参画局推進課

地域課題解決の糸口を男女共同参画から 兵庫県理事 清原桂子
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2. �利用を広げるための工夫はして
いるが、ニーズ把握は不十分
� 政令指定都市では9割以上、全
体でも約7割のセンターが利用者
を広げるための工夫を行っている
が、地域の課題や住民ニーズの把
握については、講座等の参加者ア
ンケートが9割弱のセンターで行
われている以外は、日常業務等で
のつながりや相談内容による把握
等いずれも5割以下。

3．�さまざまな外部機関・団体との
連携が課題
� 相談事業以外における外部の機
関・団体との連携について、都道
府県・政令指定都市レベルでは約
9割で実施している一方、小規模
自治体のセンターは約6割とやや
不十分。
� 連携先として女性団体等や行政
部署とはそれぞれ8割以上、6割以
上と多いが、それ以外の大学や企
業等との連携は5割に届かず。

4．�人間関係をはじめ様々な相談を
受けている
� センターの9割弱が面接・電話
等で相談事業を実施。結婚・離婚
に関する相談が8割弱、女性への
暴力に関する相談、嫁姑問題など
家族関係に関する相談がそれぞれ
4割強。中でも女性への暴力に関
する相談は半数近いセンターで相
談が増加。

内閣府では、平成20年10月に出
された男女共同参画会議基本問題専
門調査会報告書「地域における男女
共同参画推進の今後のあり方につい
て」を踏まえ、平成21年度より「地
域における男女共同参画促進総合支
援事業」を開始しました。
この事業では、男女共同参画の視
点を踏まえた地域課題の解決に向
け、先進事例等情報の提供や人材養
成のための研修プログラムの作成・
提供、地域へのアドバイザー派遣等
を実施することとしています。
このうち、人材養成のためのプロ
グラムを作成していくにあたり、平
成21年度はまず基本的な状況把握
を行い、地域の男女共同参画推進の
核となる男女共同参画センターにつ
いて、センターが提供している各種
機能の現状を明らかにする「男女共
同参画センターの現状に関する調
査」及び利用者にあたる地域に暮ら
す人々のニーズを把握する「地域に
おける相談ニーズ調査」をそれぞれ
行い、両結果から今後センターにど
のような機能が必要なのか検証し、
本年度以降作成する人材育成プログ
ラムに反映していくこととしました。
最初に、これらの調査結果から特
徴的なものをご紹介します。
詳しくは男女共同参画局ホームペー
ジをご覧ください。

男女共同参画センターの
現状に関する調査
本調査は、（独）国立女性教育会
館に委託して、地方自治体が設置し
ている男女共同参画センター（以下
「センター」という）を対象にアン
ケート調査及びヒアリング調査を
行ったものです。結果はセンターの
現状を分析した『アンケート調査結
果報告書』と、センターで行われて
いる様々な工夫を課題別にまとめた
『事例集』の2分冊になっています。
アンケート調査結果から、セン

ターの抱える様々な課題が浮き上
がってきています。また、ヒアリン
グ結果からは、様々な制約の中で知
恵を絞っているセンターの姿が見え
ます。事例集は、困ったときの便利
帳をイメージし、課題別に参照でき
るように編集しています。各セン
ターの今後の運営に際してご参考に
なれば幸いです。

◇アンケート調査結果報告書から

1．�小規模な男女共同参画センター
が多く、利用の広がり等が課題
� 職員5人未満のセンターが3割
を占めるなど、全体として小規模。
� 運営面では「男女共同参画とい
うことを前面に出すと事業の参加
者が集まらない」「利用団体・利
用者が固定化している」「予算が
足りない」などが課題。

Report

人々にとって身近な暮らしの場である地域において男女共同参画を推進
することは、男女共同参画の実現にとって重要です。そのため、内閣府
では、地域において男女共同参画の推進に取り組む活動を支援するため
の事業を行っており、その事業の一端を紹介します。

地域における男女共同参画促進総合支援事業について
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Special Feature
地域における男女共同参画の推進について

5．�職員研修が必ずしも十分ではな
いなど体制の充実が必要
� 内部研修を行っていないセン
ターが半数近くにのぼっており、
外部研修も小規模自治体のセン
ターでは6割程度の実施にとど
まっている。相談員用マニュアル
を備えているところも3割どまり。

6．専門知識等を持つ人材が不足
� 不足している人材として「語学
力のある人」（約7割）「法律、行
政制度に明るい人」（約6割）に
次いで、「男女共同参画に関する
専門の知識や経験が豊富な人」も
半数超。

◇事例集から
＜取り上げている課題＞
・�利用者が固定化していて、利用
者層が広がらない
・事業の参加者が集まらない
・�地域の特色にあわせた事業展開
・�相談からニーズをくみとり企画
に生かす
・�機関、施設、市民グループ、企
業等との連携ネットワークを広
げる
・地域の人材・団体の育成

<具体例>
～課題「利用者が固定化し、利用層
が広がらない」～
◆�若い人のセンスを取り入れたリー
フレット

京都市男女共同参画センター
20～30代の女性にターゲットを

絞ったリーフレット「あなたは○○で
きる ウィングス京都でできる4つの
こと」（8ページ、バッグに入れやすい
16㎝正方形）を、若いデザイナーを
交え作成しました。行政色をなくし、
思わず手に取ってしまいそうな懐かし
さを感じるデザインにし、ターゲット
層が手に取りやすい配布先を考えて
近隣の美容院やカフェに配布しました。

「男女共同参画センターの現状に関する調査」より
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学習・研修事業

0 20 40 60 80 100
93.5
100
96.2

83.1
89.1
88.2
92.4

76.6
89.1
94.1

83.5
65.3

84.8
94.1

78.5
62.9
60.9

88.2

都道府県（46）

政令指定都市（17）
市区町村・20万人
以上（79）
市区町村・20万人
未満（124）

63.3
51.6

76.1
70.6

59.5
39.5

30.4
58.8

36.7
22.6

（%）

相談事業

団体活動支援事業

情報に関する事業

施設・施設設備の
貸出事業

交流事業

市民への助成事業
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「男女共同参画センターの現状に関する調査」より
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地域における相談ニーズ
に関する調査
本調査は、（株）生活構造研究所
に委託して、一般の方へのWEB上
での意識調査や地域で様々な相談を
受けている民生委員等への郵送調
査、グループインタビューを行い、
人々が感じている悩みや相談への意
識等をできるだけ掬いあげようとし
たものです。そして、調査で得られ
たニーズを前述した男女共同参画セ
ンターの調査結果とつき合わせて、
地域の人々の抱える悩みへの男女共
同参画センターの対応の可能性につ
いて検証しています。
人々の悩みには、性別役割分担意
識に起因するものなど、男女共同参
画の視点が解決の一助になると考え
られるものもあり、男女共同参画セ
ンターには当該地域に住む人々が抱
える悩み等をキャッチし、相談事業
をはじめ様々な事業に反映していく
ことや地域で活躍する民生委員等
様々な相談支援者との連携・支援が
望まれます。

◇調査報告書から
【現状】
1 男女が抱える「悩み」
○�この1年間に悩みがあった人は8
割。悩みの多くは「仕事」、「健
康」、「家計」の問題。4人に1人
は「仕事」が最も大きな悩み。
○�男性は7割が「仕事」をあげる
など偏りがあるが、女性は「仕
事」、「健康」、「家計」がそれぞ
れ4～5割とさまざま。

2 顕在化しづらい相談ニーズ
○�1人で悩みを抱え込んだ経験が
ある人は6割。男女別では男性
の方がやや割合が高い。
○�同居・近居の家族がいない人、
地域とのつながりがない人は
抱え込むことが多い。
○�抱え込む理由は、「相談しても
解決できないと思った」が男
女とも6割と最多。男性が女性
に比べ上回っているものでは、
「相談するほどのことではな
い」の割合が高く、女性が上
回っているものでは、「がまん
すればよい」の割合が高い。

3 解決行動
○�この1年間に最も大きかった悩
みについて
・�女性は男性に比べて配偶者、
親族、友人・知人等に相談す
る人が多いが、男性は女性に
比べて、そもそも「何もしな
い」人が多い。
・�「弁護士など資格をもった専
門家に相談」、「同じ悩みをか
かえる人のグループに入っ
た」、「保育所、学校、かかり
つけ医など日頃接している
機関に相談」といった解決
行動に対する評価が高い。

「地域における相談ニーズ調査」より

9.9 28.7 61.4全体（N=3,002）

知っている 知らない

（%）
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図３ 男女共同参画センターの認知度
data
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data
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Special Feature
地域における男女共同参画の推進について

○悩みの解決に当たって
・�思い浮かべる相談機関・人と
しては、「インターネットの
相談サイト」、「病院･医師･
カウンセラー」、「区市町村の
役所の窓口」、「弁護士・裁判
所」が多いが、4人に1人は
「特にない」と回答している。
・�一番役に立った相談機関は当
事者団体。

4 相談支援
○�支援者は特定の分野への支援が
中心で、支援活動としては、「問
題の解決に応じた専門機関を
紹介する」が多い。
○�「情報の提供」、「解決方法を一
緒に考えてほしい」といった
支援を望む相談者が多いのに
対し、支援者が 相談を受けて
困ったこととして「本人等の
解決意欲が乏しい」、「課題が複
合的で解決が難しい。」と感じ
ており、受けとめ方に差異。

【課題・対応方策】
5� 相談ニーズに対応していくため
の課題と方策等
○�相談者が求めるのは自分自身で
解決できるような支援
・�悩みを一人で抱え込んだ時に
あればよいと思う解決手段
は、「話し相手」、「情報」、「同
じような悩みをもった人同
士が語れる場」など、自分自
身で解決するための行動や
意思決定を促すもの。
�そのため、相談者に解決行動
を促すような手段が必要。

○�男性の解決行動を促す取組の必
要性
・�相談することで解決につなが
ることがあると男性自身に
認識させることが必要。ま
た、男性が性別役割分担意識
にとらわれ、気づかないまま
抱えている悩みを引き出す
工夫も必要。

○�支援者の連携による対応の充実
・�支援者は、現在、主に「市区
町村の役所の窓口」、「地域包
括支援センター」と連携し
ているが、今後、「弁護士、
司法書士、法テラス、裁判
所」、「支援者団体」、「警察」
などとの連携を希望。

○�地域における相談体制の充実
・�支援者は、課題に対応してい
くには「地域住民が常日頃
から支えあう意識を増やす」、
「地域に出て行くようなきめ
細かい相談活動を増やす」
等を必要とする意見が多い。

6 男女共同参画センターへの期待
○�男女共同参画センターは地域に
おける相談ニーズに対応
・�男女共同参画センターで実施
している相談は、「結婚・離
婚」、「女性への暴力」、「嫁姑
問題など家族関係」など
様々で、地域における相談
ニーズに対応。
・�悩みの中には、性別役割分担
意識や女性のライフステー
ジによる生活の変化を反映

しているものも多いことか
ら、男女共同参画の視点から
の解決が期待できる。

○�相談ニーズを把握し、様々な事
業への反映や相談体制の充実
が必要
・�相談内容をニーズととらえ、
講座等他の事業にも反映し
ていくことが必要。
・�相談者が相談機関に望むの
は、「匿名で」、「お金をかけ
ずに」、「自分の好きなとき
に」等に相談できること。一
方、7割以上のセンターでは、
面接相談の実施に当たり何
らかの利用制限がある。
・�相談員に研修をしていないセ
ンターが全体の4分の1程度。
また、相談員マニュアルを作
成しているセンターは全体
の3分の1にとどまり、相談
員の活動を支える研修等体
制の充実が必要。

○�他機関や支援者との連携は、地
域の課題解決とセンターの認
知度向上にとって重要
・�センターの認知度は4割弱で
若年層ほど低かった。また、
支援者の約8割はセンターと
の連携がない回答。
・�他機関や支援者と連携し、セ
ンターだけでは対応できな
いDVなどの課題解決を支援
するとともに、支援者等への
研修を行うなど、男女共同参
画の視点の重要性を浸透さ
せることを期待。

6



内閣府では、平成21年度より、各
地の課題解決に向けた地域の主体的
な取組を支援するため、地方公共団
体、地域団体、女性関連団体等の求
めに応じ、課題解決のための活動の
充実等に際し適切な指導・助言がで
きるアドバイザーを派遣しています。
対象事業は、地域おこし、まちづ
くり、就業・再就業、ワーク・ライ
フ・バランス、介護、子育て、防災、
環境等をテーマとする意見交換会、
勉強会等です。
次に、東京都板橋区と神奈川県逗
子市の実施事例を紹介します。

板橋区の取組
―女性の視点からの防災対策講座―

東京都板橋区では、平成21年度に
改正した地域防災計画に、初めて
「女性の視点」を文言として盛り込
んだところです。今後、女性の視点
からの防災対策を具体的な取組とし
て推進していくため、平成22年1月
23日、本講座を開催し、区民の皆さ
んと一緒に考えました。
当日は、アドバイザーに、阪神・
淡路大震災を体験し、震災以降、主
に「女性に対する暴力」の根絶に取
り組む正井礼子氏を迎え、災害時に
おける被災地の状況についての説明
とともに、防災対策へどのように女
性の視点を盛り込んでいくことが必
要か、具体的なアドバイスをいただ

きました。
板橋区職員による区の防災体制等
の説明を行った上で、正井氏より、
実体験に基づく迫力ある説明を受け
られたことで、参加者の感想も、「報
道などからは見えてこない生の声を
きくことができた」、「問題点が明ら
かになった」、「防災行政に女性の声
を届けたい」、「会議に女性の参画を
望む」など、防災対策への具体的な
要望が挙がったほか、災害時だけで
はなく日頃からの「男女平等の大切
さ」、「男女平等推進のために自発的
に行動することが必要」など、男女
共同参画への関心が高まる内容とな
りました。
板橋区では、本講座でのアドバイ
スや区民の皆さんの意見を、今後の
防災対策や避難所運営マニュアル作
成に生かしていくこととしています。
（板橋区役所政策経営部男女社会参
画課）

逗子市の取組
―ネットワークづくりのためのワー
クショップ―

逗子市では、様々な立場の人が協
力できるネットワークを形成し、男
女協働参画の推進活動を進めよう
と、住民参加の地域づくりコンサル
ティングなどの活動を行っている
「ゆとり研究所」所長の野口智子氏
をアドバイザーに迎え、ワーク

ショップを開催しました。
野口氏は、『ファストライフから
スローライフへ』など、「新しいも
のさし」を持つことを提案。さら
に、例えば、「一人暮らしのお年寄
り」の問題は、「新しいものさし」
で考えてみると、「お年寄りと子ど
もたち」といった新たなつながりが
うまれるということを具体的に説明
されました。「『スローライフ』を単
なるライフスタイルのレベルにとど
めず、まちづくりへの目標と手法に
活かし、地域の活性化の新しい道を
見出したい」という野口氏の思い
は、女性等これまで地域の政策方針
決定過程に参画していなかった様々
な者の持つ『新しいものさし』が地
域の活性化の新たな展開につながる
ことを示唆しています。
続いて、野口氏の指導のもと、地
域活動でどのように実践できるか、
「つながりの仕掛け」を身につけよ
うとワークショップを実施。「落ち
葉で焚き火」というアイディアか
ら、「子どもがお年寄りから火の扱
い方を教わる」という新たなつなが
りがうまれると、参加者も手応えを
感じていました。
ワークショップには、逗子市内の
NPO法人も参加。参加者同士が顔
見知りになるなど、今後の団体活動
における連携も期待される機会とな
りました。
（逗子市市民協働部生活安全課）

地域における男女共同参画促進を支援するためのアドバイザー派遣事業

神奈川県逗子市「みんなでつくる共同参画ネットワーク」で
ワークショップの前の説明風景
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8

行政施策トピックス

決意も新たに。�
働き方改革をより大きな流れへ
～「仕事と生活の調和�
（ワーク・ライフ・バランス）�
レポート2010」を公表～
●�平成22年９月10日、「仕事と生活の調
和（ワーク･ライフ･バランス）レ
ポート2010 ～決意も新たに。働き
方改革をより大きな流れへ～」を公表
しました
このレポートは、労使と地方公共団体
の代表者や有識者からなる仕事と生活の
調和連携推進・評価部会と、仕事と生活
の調和関係省庁連携推進会議が連名で取
りまとめたもので、今回が第２回目とな
ります。

●「決意も新たに。」一層積極的な取組を
平成22年6月29日、政労使トップによ
る新たな合意が結ばれ、「仕事と生活の
調和憲章」及び「仕事と生活の調和推進
のための行動指針」が改定されました。
これは、仕事と生活の調和の実現に向け
て一層積極的に取り組む決意を表明する
ものです。

●「働き方改革をより大きな流れへ」
現下の厳しい経済情勢においても、

ワーク・ライフ・バランスの推進を、経
営戦略として導入している企業や、ワー
ク・ライフ・バランスを推進する企業の
登録・表彰制度、インセンティブ付与制
度を導入している自治体、そして、組織
力をいかした取組を展開する労使団体な
ど、働き方改革の動きは進展していると
言えます。
しかしながら、ワーク･ライフ･バラン
スの実現は、一朝一夕に成しえるもので
はありません。この流れを、より着実に、
より大きなものにする必要があります。

●レポートの構成
本レポートは、企業と働く者、国民、
国、地方公共団体の各主体における取組
を定点観測し、今後の展開を含めて紹介
するとともに、仕事と生活の調和の実現
状況の把握をした上で今後に向けた課題
を洗い出し、重点的に取り組むべき事項
を提示しています。
「憲章」・「行動指針」に掲げられた数
値目標や関連するデータの動きを見る
と、近年、年間総実労働時間の減少や年
次有給休暇取得率の向上が見られました
が、雇用形態や勤務先の規模、業種等に
より状況は異なってきます。数値目標
は、2008年後半からの経済状況の悪化
による影響が考えられるため、個人の希
望に沿った仕事と生活の調和の実現に向
けて更なる取組が必要です。

●取組の傍に、このレポートを
レポートでは、企業やそこで働く者、
国、地方公共団体、関係団体、そして国
民一人ひとりのワーク・ライフ・バラン
スの実現に向けた取組を、幅広く紹介し
ており、実に多様な主体の取組、その
エッセンスが詰まっています。
本レポートがワーク･ライフ･バラン

スの実現に向けた取組を進める全ての方
の後押しとなるとともに、取組を進める
上での手引書となれれば幸いです。

＊�本レポートは、仕事と生活の調和推進
室ホームページに全文と概要を掲載し
ていますので、ぜひご覧ください。
URL ⇒ http://www8.cao.go.jp/wlb/
government/top/hyouka/report-10/
index.html

仕事と生活の
調和推進室だより
内閣府仕事と生活の調和推進室

Part  1
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あつみ・なおき／東京大学法学部卒業。複数のシンクタンクを経て、2009年東レ経営研究所
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ワークライフ・マネジメント実践術⑥ 業務の平準化
連載／その1

職場特性を踏まえた取組みが
重要
前回、「様々なタイプの社員がいる」
と述べた。同様に、「様々なタイプの職
場がある」ことも理解しておく必要があ
る。
生産現場（直接業務）と比べて、事務
現場（間接業務）では、社員間にかなり
大きな生産性格差がある。
特に、PCが一人一台づつ付与される

ようになり、業務のブラックボックス化
に拍車がかかっている。
管理職の業務管理スキルの向上
「人の平準化」を進める際に、最も重
要なのが管理職の業務管理スキルの向上
だ。というのも、プレーヤーとして優秀
なタイプが管理職に昇進すると、彼らは
生産性が低い部下の指導より、自分の身
体を動かして解決を図ろうとする。ある
いは、他の生産性が高い部下をいっそう
鍛えようとする。これは、かつて部下
だった頃に自分が上司からされたことだ。
こうしたやり方で、短期的に職場の生
産性は向上するだろう。しかし、対症療
法に過ぎない。中長期的に職場の生産性
を向上させるためには、生産性が低い部
下たちの底上げが欠かせない。
一方で、多くの管理職は、業務管理ス
キルが欠如しているという自らの欠点に
気づきにくい。すなわち、優秀な人は、
生産性を上げる手法をさほど苦労をせず
に体得したためにで、かえって生産性が
低い部下への説明は下手な人が多い。
筆者は、職場におけるWLMの実践を
支援する際に、「職場の課題抽出チェッ
クシート」を活用する（図表１）。その
内容は職種によってカスタマイズするも
のの、抽出した課題に即して、多様な解

決策を提示する点は共通している。その
うち、各職場に最も適した解決策は、実
現時の「効果」と実現「可能性」の観点
から職場の管理職に選択してもらうが、
自分で決断できない管理職は少なくない。
管理職の業務管理スキルを磨くには時
間がかかる。しかし、彼らがきめ細やか
な解決策をきちんと学ばないと、職場全
体の生産性向上は期待できない。
残業で稼がずに、ボーナスで稼ぐ
時期によって、業務量に濃淡がある職
場も少なくない。本来であれば、業務が
暇な時期に社員は定時退社したり、休暇
取得すべきだ。しかし、繁忙期の長時間
労働が習慣となっている社員の中には、
定時退社に罪悪感を感じる人がある。
また、多くの職場で、住宅ローンを抱
えている社員ほど、残業時間が長い傾向
にある。ローンを返済するため、残業代
が固定収入と化しているのだ。こうした
「生活残業」にメスを入れない限り、残
業削減はなかなか進まない。
かつて筆者がWLMコンサルをしたA
社では、業務が比較的、閑な時期に、業
務改善の提案を募った。「残業代で稼ぐ
代わりに、ボーナスで稼ごう」を掛け声
に、優秀な提案をした職場・社員には
ボーナスを上乗せした。こうして吸い上
げた業務改善策を他の職場にもヨコ展開
したところ、会社全体として残業時間は
大幅に削減できた。削減した残業時間を
労務コスト換算したところ、何とボーナ
ス上乗せ分の100倍以上のコスト節減と
なった。ダラダラ残業には大きなコスト
がかかっていることを改めて痛感した次
第である。

渥美 由喜株式会社東レ経営研究所ダイバーシティ＆
ワークライフバランス研究部長

図表１� 職場の課題抽出チェッ
クシート

業
務
量

①�全体的に業務量が増えている
②�人によって業務量に差がある
③�残業を見越して計画を立てて
いる
④�業務分担の見直しが行われず
⑤作業に重複感がある
⑥業務量を把握できていない
⑦上司の業務量が過多である
⑧�上司が部下の業務実態を把握
せず

会
議
・
打
合
せ

①時間が長い
②数が多い（種類と頻度）
③出席する人数の増加
④�会議・打合せ用の資料が多い
⑤時間通りに始まらない
⑥終了時間までに終わらず
⑦目的が共有されず
⑧�特定の人だけが発言する傾向
にある

業
務
用
資
料

①作成資料が多い
②�資料作成にかける時間が長い
③�同時期に類似資料を複数人が
作成
④資料の使用目的が曖昧
⑤�指示・確認が不徹底で無駄が
多い
⑥�誰がどこに保管しているのか
不明
⑦�作成資料が過剰品質になりや
すい
⑧形骸化している資料がある

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

①�業務が属人化し、共有化され
ず
②�業務知識・ノウハウに濃淡が
ある�
③�部内のコミュニケーションが
希薄
④�部署を超えたコミュニケー
ションが希薄
⑤�管理職がほとんど席にいない
⑥�ベテランから若手1１１に業
務承継されず
⑦�一般職は管理職に物が言いづ
らい�
⑧�プライベート上の悩みを相談
しにくい

職
場
風
土

①�ノー残業デーが形骸化してい
る
②�残業の事前命令・申出が守ら
れず
③時間コスト意識が低い
④業務改善意識が薄い
⑤�応援・分担しにくい職場風土
⑥�同僚よりも先に帰りにくい職
場風土
⑦�残業する職員が高評価の職場
風土
⑧�業務を抱え込みたがる職場風
土�

（資料）筆者が作成。
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有識者に聞く

先の北京オリンピックで
は、40年ぶりのベスト4入
りし、世界のトップレベル
の仲間入りをしたサッカー
日本女子代表の佐々木監督
にお話を伺いました。

はじめに

日本の女性は、大きい選手もいま
すが、世界の女性から比較すると小
柄で、そして可憐でというようなイ
メージがあります。7年前にアテネ
オリンピック出場を決めた時に、
「なでしこジャパン」という愛称が
一般の応募で決まりました。以来、
私たちは、日本女子代表ということ
ではなくて、「なでしこジャパン」
で世界に打っていこうということに
なりました。「世界のなでしこにな
る」ということをビジョンとして掲
げ、頑張っています。

なでしこらしさ

「なでしこ」らしさとは、プレー
の質もそうですが、ピッチの外でも
ひたむきさとか、芯が強いとか、明
るい、礼儀正しい、こういったスタ

ンスをベースに活動しています。
毎年2月、ヨーロッパのチーム、
アフリカのチームが集まり、サッ
カーのフェスティバルを行います。
国際親善試合と練習の両方をやって
いるのですが、スコットランドの
チームと練習ゲームをやることにな
りました。2月ですと、ビステとい
う上下の薄いものを両チームとも羽
織っているので、それを脱いで試合
をやりました。試合は3－0で完勝で
した。
そうしたら、向こうの監督が「素
晴らしい」と言うのですね。私は、
素晴らしいというのは試合内容かな
と思ったのですが、それだけではな
いと。というのは、試合が始まる前
に日本の選手はビステを自然にきれ
いに畳んで、ぱっと並べて置いて、
それで試合に出たんですね。でもス
コットランドの選手たちは脱ぎっぱ
なし。ラインズマンがサイドを駆け
巡るときに引っかかったりしてい
る。こういったところをスコットラ
ンドの監督さんは評価をしてくれた
んですね。
礼儀正しいというか、自然にそう
いうふうに対応できる選手たちを本
当に誇りに思いますし、そういった

ところを評価していくというか、こ
れからもなでしこらしさというもの
を重く見ながらやっていきたいと思
います。

世界を目指して

なでしこジャパンをトップクラス
にするには、ユース年代からの育成
段階がしっかりしていないと、トッ
プにはなれない、もしくは、いいパ
フォーマンスを出せません。ですか
ら、男子も女子もそういう意味で指
導者を養成する。そしてユース年代
からの育成はしっかりと構築してい
くということが大事ですね。
そして、世界で「個」を育成して
いくことも大事です。ですから、
ヨーロッパのチームに積極的に参加
する、あるいは選手をアメリカのプ
ロチームに参加させたい。ただ、男
子と違って、給料が少ないんです
ね。ではどうするかといった中で、
日本サッカー協会も女子の強化活動
の中で生活費を支援して、積極的に
海外に出ていく。もちろんサッカー
の資質もありますけれども、サッ
カーの文化を学んでくる。資質ある
いは文化を勉強していく中で、選

目標達成へのプロセス

有識者に聞く

Sasaki Norio
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手、その後の指導者として、成長し
てもらえればと思うような支援策を
やっています。

佐々木流 指導理念

私は、常に自分が指導者としてあ
るべきものをいつもチェックして臨
んでいます。そのチェック項目をご
紹介します。
 1．責任
 2．情熱
 3．誠実さ
 4．忍耐
 5．論理的分析思考
 6．適応能力
 7．勇気
 8．知識
 9．謙虚
10．パーソナリティー
11．コミュニケーション
この項目は足し算でなく掛け算の
思考。一項目でもゼロに近い値は指
導者として資質を失います。

トップコーチの役割

トップコーチの役割として、3つ
の要素があります。まず、リーダー

としての要素。そしてマネージャー
的な要素。あとは、専門分野のサッ
カーにおける知識、指導力、つまり
コーチの能力ですね。この3つの中
でどこかがゼロになったら、監督を
替える必要がある。そういう意味で
非常に重要な要素だと思っていま
す。こういった3つの要素というの
は、我々コーチだけでなく、組織を
経営していく部分でも当てはまるこ
とではないでしょうか。
成功する選手としない選手の違い
は、体力やセンス、知識の差ではな
く、“決意が本物かどうか”です。
組織のマネジメントに関わるもの
は、所属員の一人ひとりの才能を見
極め、失敗を恐れず、自分と仲間を
信じることを確実に伝えることで、
強いチームが作れると確信していま
す。

サッカーは男女共同参画が
進んでいるスポーツ

Jリーグは、トッププロを頂点と
して、地域の少年・少女の育成を踏
まえた教育を推進し、そして、男子
も女子も関係なく、サッカーやス
ポーツを楽しめる環境を整備してい

ます。また、専門職という意味で、
Jリーグなどのコーチ、監督になる
ための指導者ライセンス制度がサッ
カー協会に構築され、そこでは既に
女性の活躍を支援する指導者と選手
強化のプロジェクトがスタートし、
協会でも積極的に推進されています。
また、なでしこジャパンでも子育
てママが代表選手としてプレーをし
ていました。安心して練習や試合に
打ち込めるように、ベビーシッター
を配備し活動サポート。また、海外
遠征、大会等は、協会から選手の夫
にお願いをし、どちらかの母方に同
行してもらう配慮も行っています。
更になでしこジャパンの選手が、女
性であることを理由に活躍が制限さ
れず、むしろ海外に積極的に出て、
その個性を輝かせることができるよ
うに支援する制度も今年から始め、
アメリカに３選手、ドイツに２選
手、フランスに１選手が海外のチー
ムで活躍しています。
今後もなでしこの選手たちの成

長、躍進の一助になるべく監督とし
て、協会指導者として、引き続きま
い進していきたいと思います。
どうもありがとうございました。

ささき・のりお／山形県出身。小4から
サッカーを始め、帝京高校時代にインター
ハイ全国優勝。1981年日本電信電話公社
入社。1990年選手引退後、NTT関東サッ
カー部(現・大宮アルディージャ)コーチ。
1998年監督。2006年なでしこジャパンの
コーチに就任し、2008年から監督を務め、
U-19女子日本代表監督も兼任、現在に至
る。東アジア二大会連続優勝、2011年ド
イツW杯出場権獲得、2012年ロンドンオ
リンピックを目指す。

佐々木 則夫
なでしこジャパン監督
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行政施策トピックス

内閣府では、諸外国における女性の参
画に関する調査を行っています。

今回はその中からスウェーデン、スペ
イン及びアメリカの取組と最近の女性の
参画の状況を紹介します。

スウェーデン・政治分野への
女性の参画
～政党によるクオータ制～

スウェーデンは2009年のジェンダー
エンパワーメント指数ランキングで1位
を獲得しています。特に、女性国会議員
比率は同ランキングで比較可能な109か
国の中では最も高く、46.4％となってい
ます。

政治分野において法律による強制的な
ポジティブ・アクションは取られておら
ず、政党等による自発的な取組が中心と
なっています。1972年に自由党が党執
行部において男女ともに40％以上とす
る割当制を導入し、1990年には左党が
選挙される組織の代表及び任命職の
50％以上を女性とする割当制を党規定
に定め、1993年には社会民主党が党内
役員における割当制を導入しました。
1990年代には社会民主党、左党、環境
党等が国政選挙についてジッパー制（男
女交互候補者名簿）等の選挙名簿につい
ての割当制を導入しています。1985年
には初めて女性党首が誕生し、1994年
には史上初めて男女同数の内閣を形成し
ました。

また、スウェーデン議会では、議員の
代理人制度が導入されており、議員が育
児休暇を取得する際などでも、代理人が
その議員の代理として活動することがで
き、仕事と家庭の両立を支援する仕組み
となっています。

スウェーデン・雇用分野への
女性の参画
～両立支援の充実～

スウェーデンでは1970年代に女性の
職場進出が進み、労働力率を見ると、
1980年の時点でＭ字カーブの底を解消
し、80年代には逆Ｕ字カーブを形成して
います。

女性就労率が突出して高くなっている
背景には、充実した出産・育児休暇制度
や休暇中の所得保障、公的保育園の保育
サービスなどがあります。

スウェーデンでは育児休暇法により、
子どもが8歳又は義務教育第一学年終了
まで両親あわせて480労働日の休暇を取
得することができます。うち60日ずつ
120日は配偶者に譲ることのできない休
日（「パパ・クォータ」、「ママ・クォー
タ」）とされています。育児休暇取得者
の44％が男性であり、男性の取得率は
2005年で75％を超えています。出産･育
児にかかる給付には妊娠手当、育児休業
期間について480日間の両親手当、子の
看護のための休業期間のために120日間
の一時的手当があります。

スウェーデンでは保育サービスを地方
自治体が提供することが一般的であり、
保育所を利用している1歳から6歳まで
の児童の86％が地方自治体の運営する
保育施設を利用しています。また、2001
年から失業家庭の児童に対して最低1日
3時間あるいは1週間15時間の保育サー
ビスの提供、親が育児休業中の児童に対
しても同水準の保育サービスの確保を
行っています。また、保育サービスの自
己負担額についても上限額を設定してい
ます。

Part  2
スウェーデン・スペイン・アメリカに
おける男女共同参画について

内閣府男女共同参画局推進課

◆スウェーデンの国会議員
に占める女性割合
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スペイン・政治分野での
クオータ制

スペインでは、2007年3月に男女共同
参画の基本法として実質的男女平等法が
制定されました。

同法は、政策・意思決定過程への女性
の参画を盛り込んでおり、これを受けて
選挙法が改正された結果、全ての選挙に
おいて各政党の候補者リストの40％以
上60％以下を女性にすることが定めら
れました。

2010年7月末時点で、スペインの国会
議員に占める女性割合は、上院30.8％、
下院36.6％となっており、国際的に見て
も高い割合となっています。

スペイン・各分野の女性の
参画状況
～雇用、医療、研究～

① 雇用分野
スペインの女性就業者に占める非正規

の割合は80％と高くなっています。女性
の場合、非正規雇用を選ぶ理由として育
児・介護を挙げる割合が男性よりも高
く、また、女性の非労働力人口のうち、
就業していない理由として育児・介護等
の家庭の事情を挙げる女性の割合が高い
ことから、「男性は仕事、女性は家庭」
という固定的性別役割分担意識の影響が
あるものと考えられます。

実践的男女平等法は、仕事と家庭生活
の両立を可能にするため、従業員250名
以上の企業に対し、労働条件の男女不均
衡是正のための計画作成を義務付けてい
ます（なお、従業員250名未満の企業対
しても義務付けはないものの、不均衡是
正の推進が求められています）。

また、同法が育児休暇の取得を男性固

有の権利として認めた結果、2009年に
は80％の男性が育児休暇を取得してい
ます。
② 医療分野

スペインでは伝統的に「医療・介護は
女性の仕事」という意識が社会に根付い
ていたこともあり、医師に占める女性割
合は43％と高く、10年前と比較しても
約10ポイント増加しています。歯科医
師、薬剤師等その他の医療従事者につい
ても、それぞれ40％、70％と女性割合
は比較的高く、近年増加傾向にありま
す。また、医学部の学生に占める女性割
合は約80％にもなっています。

しかし、医学部の学生やキャリアの中
間段階までの医師に占める女性割合は高
いものの、子育て期を迎える30歳代以降
では女性割合は減少していきます。

そこで、実践的男女平等法に基づき策
定された男女平等戦略的計画では、医療
分野における男女格差の改善を目標に掲
げるとともに、それに向けた様々な具体
的取組を定めています。
③ 研究分野

スペインの大学生に占める女性比率は
54％と過半数を超えていますが、専攻分
野については「保健」は70％が女性で
あるのに対し「工学」は30％にとど
まっているなど、男女の不均衡が見られ
ます。

同様に専攻分野別の女性教授割合につ
いても分野による偏りが見られ、最も割
合の高い「人文」の21％に対し、「工
学」では5.4％となっています。

研究分野についても、上記②の男女平
等戦略的計画において女性の参画拡大に
向けた目標と、それに向けた具体的な取
組が定められています。

◆スペインの国会議員に
占める女性割合
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行政施策トピックス

アメリカ・公契約における
アファーマティブ・アクション

アメリカ合衆国において、国家レベル
で実施しているポジティブ・アクション

（アファーマティブ・アクション）とし
ては、女性や民族的少数者等を対象とし
た政府調達等における取組が挙げられま
す。1965年にジョンソン大統領（当時）
によって制定された大統領令11246は、
政府調達の契約者・下請契約者、連邦助
成金による建設事業の契約者・下請契約
者（連邦政府から年間1万ドル以上の委
託を受けている事業者）に対し、人種、
皮膚の色、宗教、性別及び出身国による
雇用差別を禁じています。

また、政府調達の契約者・下請契約者
に対し、雇用機会均等を遵守するため
に、従業員数が50人以上かつ5万ドル以
上の政府委託事業を受託している企業を
対象にアファーマティブ・アクション・
プログラム（AAP）を作成することを
義務付けています。AAPは、当該企業
において女性や民族的少数派の参画を阻
害する要因を分析するのに貢献している
と考えられており、仮にAAP策定の段
階で何らかの課題が明らかになった場合
は、プランの中でそれらの阻害要因への
対応策の詳細を規定することとなってい
ます。AAPには、女性や民族的少数派
の雇用促進、トレーニング等が含まれて
おり、他の従業員と同等の環境で働くこ
とが出来るような配慮を取り入れること
が求められています。

アファーマティブ・アクションが適切
に実施されているかの評価は、労働省の
連 邦 政 府 契 約 遵 守 プ ロ グ ラ ム 室

（OFCCP）が実施しています。

アメリカ・政治分野への
女性の参画
～民間団体による取組～

アメリカ合衆国では、国家レベルでの
政治分野への女性の参画を促進するため
の選挙制度や法制度はありません。政党
によっては、例えば民主党が党大会に出
席する代議員の50％以上を女性にする
という規則を採用していますが、選挙に
おける立候補者選びに際してこのような
取組は実施されていません。

アメリカ合衆国における政治分野への
女性の参画促進の取組は、政治活動委員
会（PAC）と総称される民間の選挙支
援組織のうち、女性候補者の支援を目的
とする「女性PAC（Women’s PAC）」
が主体となって行っています。女性
PACには、その応援する候補者の政党
や主張によって、「エミリーズ・リス
ト」、「ウィッシュ・リスト」、「全国女性
政治コーカス」など、全国レベルのもの
が15、州及び地方レベルのものが33あ
るとされています（2009年現在。ラト
ガース大学アメリカ女性と政治センター
調べ）。こうした女性PACでは、支援す
る候補者の資金面や選挙キャンペーンの
援助を提供しているほか、女性候補者を
今後増やしていくために大学生等若い世
代を対象として、政治や政策決定活動に
関わる女性リーダーの育成を目的とした
プログラムを実施している女性ＰＡＣも
あります。

なお、2010年8月末現在の連邦議会に
お け る 女 性 議 員 の 割 合 は 、上 院 で
17.0％、下院で16.8％となっており、下
院議長の職には女性が就いています。

◆アメリカの国会議員に
占める女性割合
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パートタイム労働者は、平成21年には
1431万人と雇用者総数の約4分の1にも
達しており、職務内容についても、基幹
的役割を担うパートタイム労働者も増加
しています。一方、パートタイム労働者
の待遇がその働き・貢献に見合ったもの
になっていない場合もあり、働き・貢献
に見合った公正な待遇を確保することが
課題となっています。
そのため、厚生労働省においては、賃
金等の待遇に関し、正社員と同視すべき
パートタイム労働者については、差別的
取扱いを禁止する改正パートタイム労働
法に基づき、事業主に対して行政指導を
実施するとともに、専門家による相談・
援助や事業主に対する助成措置を充実す
るなど、通常の労働者と均衡のとれた待
遇の確保、正社員転換の実現のための取
組を推進しています。
○パートタイム労働法の施行状況
平成21年度のパートタイム労働に関

する相談件数は5,222件であり、その内
訳は、事業主からの相談が57.0％（2,978
件）、パートタイム労働者からの相談が
24.3％（1,270件）を占めています。相談
内容では、「通常の労働者への転換推進
措置」、「労働条件の文書交付等」、「差別
的取扱いの禁止」に関するものが多く
なっています。
都道府県労働局雇用均等室における指
導については、平成21年度は、13,992事
業所に対し報告徴収（注１）を実施し、
このうち何らかのパートタイム労働法違
反が確認された12,172事業所に対し、
25,928件の是正指導を行いました。是正
指導の内容としては、「通常の労働者へ
の転換推進措置」、「労働条件の文書交付
等」に関するものが多くなっています。
（注１）報告徴収＝事業所への現地実情調査等
を行うことのほか、法の施行に関し必要な事項
につき事業主から報告を求めることをいいます。

○短時間正社員制度の導入・定着
短時間正社員とは、就業時間（日数）
が短いながら正社員として働いている人
たちのことです。短時間正社員制度は、
育児や介護との両立、傷病からの復帰、
自己啓発活動への参加など個々人のライ
フスタイルやライフステージに応じた多
様な働き方を実現する制度として、また
企業にとっては、人材の確保・定着、組
織の活性化等に効果が見込める人事制度
として、その普及や定着が期待されてい
ます。
厚生労働省では、短時間正社員制度の
導入・運用に取り組む企業を支援するた
め、短時間正社員制度の導入マニュアル
の作成、制度を導入した企業の事例等の
情報発信を行うホームページ「短時間正
社員制度導入支援ナビ」の運営、人事労
務担当者を対象としたシンポジウムやセ
ミナ－、簡易コンサルティング等を行っ
ています。詳しくは「短時間正社員制度
導入支援ナビ」（http://tanjikan.mhlw.
go.jp/）をご覧下さい。
○短時間労働者均衡待遇推進等助成金の
拡充等
企業におけるパートタイム労働者の均
衡待遇や短時間正社員制度の導入を促進
するための助成金も支給しています。
パートタイム労働者と正社員の共通の評
価・資格制度やパートタイム労働者の正
社員への転換制度等を導入した事業主
は、短時間労働者均衡待遇推進等助成金
を受けることができます。また、平成22
年度からは、短時間正社員制度の導入促
進に対する助成金について、支給額を増
額するなど、その活用の促進を図ってい
るところです。詳しくは、（財）21世紀
職業財団ホームページ（http://www.
jiwe.or.jp/part/index.html）をご覧下
さい。

厚生労働省

こんにちは！厚生労働省です。～雇用の分野における男女共同参画の取組をご紹介します～
パートタイム労働者の均衡待遇の確保の推進について

連載／その2
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15.3%240

4.6%

421
8.1%

224
4.3%

1,796
34.4%

6条（労働条件の文書交付等） 7条 就業規則の作成手続）
8条（差別的取扱いの禁止） 9条（賃金）
10条（教育訓練） 11条（福利厚生施設）
12条（通常の労働者への転換） 13条（待遇に関する説明）
14条（指針関係） 15条（短時間雇用管理者）
その他

（単位：件）

事項 是正指導件数

第６条関係
（労働条件の文書交付等） 6,036 （23.3%）

第７条関係
（就業規則の作成手続） 1,435 （5.5%）

第８条関係
（差別的取扱いの禁止） 7 （0.0%）

第９条関係
（賃金の均衡待遇） 2,233 （8.6%）

第１０条関係
（教育訓練） 226 （0.9%）

第１１条関係
（福利厚生施設） 2 （0.0%）

第１２条関係
（通常の労働者への転換） 8,249 （31.8%）

第１３条関係
（待遇に関する説明） 16 （0.1%）

第１５条関係
（短時間雇用管理者の選任） 5,576 （21.5%）

その他
（指針） 2,148 （8.3%）

合計 25,928 （100.0%）

短時間正社員制度のキャラクター「ハー
モ」と「モニー」です
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毎年、国立女性教育会館において、「男
女共同参画のための研究と実践の交流推
進フォーラム（NWECフォーラム）」が
開催されております。昨年に引き続き、
このフォーラムにおいて、文部科学省提
供による平成22年度女性のライフプラ
ンニング支援総合推進事業に関するワー
クショップを開催しました。
今回のワークショップは、「女性のラ
イフプランニング支援～今後の展開とラ
イフプランニング模擬講座～」と題し、
ライフプランニング支援の必要性やあり
方を考える場となりました。

ワークショップは、まず、最初に「女
性のライフプランニング支援の必要性」
をテーマに、女性のライフプランニング
支援総合推進委員会座長であり、立教大
学大学院特任教授でもある渡辺三枝子氏
にご講義いただきました。
講義では、①女性の人生は、男性に比
べて時代の影響を受けやすく、各自が自
分なりのライフプランニングをするため
には、固定的な考えや思い込みを乗り越
えることが必要であること、②ライフプ
ランニング支援の目標は、一人ひとり
が、「ライフプランをする力と姿勢」を
獲得することであって、知識や情報を得
ることではないこと、③学習プログラム
を作成するに当たっては、学習者自身
が、自分と自分の周りの人との関係、社
会との関係を考えられるようになり、前
向きに自分の課題に向き合えるようにな
る「力」を育てるプログラムにする必要
があること、などのお話がありました。
続いて、関西こども文化協会による

「ライフプランニング手帳を使った模擬
講座」を行いました。当協会では、昨年
度、本事業において、「ライフプランニ
ング手帳」を作成し、これを活用した
ワークショップを実施しております。今

回は、活動報告と併せて、そのワーク
ショップの一部を参加者の皆さんに体験
していただきました。
その後、講義に引き続いて、渡辺三枝
子氏のほか、女性のライフプランニング
支援総合推進委員である、宿谷昇司特定
非営利活動法人J-Win事務局長補佐、三
輪建二お茶の水女子大学大学院教授に講
評をしていただき、参加者との意見交換
を行いました。

参加者のアンケート結果によると、
ワークショップについて「有用だった」
と約8割の人が回答しており、「つながり
マップを書くことで、いろいろと気づき
があり、書いていて楽しかった」、「成り
行き任せの生き方ではなく、ライフプラ
ンを持つことにより将来に希望が持てる
と思いました」という感想が寄せられま
した。
ワークショップに参加する以前から

「女性のライフプランニング支援」とい
う言葉を知っていたか、という質問に対
しては、約6割の人が、「聞いたことはな
かった」「聞いたことはあるが、内容は
イメージできなかった」と答えていたこ
とから、今回のワークショップが参加者
にとって、女性のライフプランニング支
援についての気づきの場となったと考え
ております。

（参考）
「女性のライフプランニング支援～今後
の展開とライフプランニング模擬講座～」
○会場：国立女性教育会館（NWEC）
○日程：平成22年8月27日（金）

連載／その3

文部科学省生涯学習政策局男女共同参画学習課

平成22年度 女性のライフプランニング支援総合推進事業
ワークショップの開催

渡辺 三枝子氏 講義の様子
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取組事例ファイル／自治体編

群馬県は日本列島のほぼ中央にあり、「つる舞う形の群馬県」とうたわれる特徴的な形をしています。草津・伊
香保・水上といった有名な温泉が数多くあり、赤城や榛名といった山岳や、尾瀬、吾妻峡などの美しい自然に恵ま
れています。来年の7月から9月にかけては群馬デスティネーションキャンペーンという大型観光キャンペーンを
開催予定で、「心にググっとぐんま」をテーマに全国へ群馬の魅力をＰＲしていきます。

ひとりひとりが輝く
社会へ
群馬県では、「群馬県男女共同参画推
進条例」「群馬県男女共同参画基本計
画」に基づいて、男女共同参画社会の実
現に向けて取り組んでいます。現在は、
第3次となる群馬県男女共同参画基本計
画を策定中です。

男女共同参画センター「とらい
あんぐるん」のオープン
平成21年5月、「ぐんま男女共同参画

センター」がオープンしました。愛称は
公募を行い、144件の応募の中から「と
らいあんぐるん」に決定しました。
男女共同参画社会づくりに向けた事

業・活動・連携を推進するための総合的
な拠点施設として、「父親の子育て支援
事業」「女性のためのチャレンジ支援事
業」等の実施や、年に6回のセンター通
信の発行等を行っています。

男女共同参画週間記念事業（全
国男女共同参画フォーラムinぐ
んま事業）
毎年6月23日から29日までの期間は、
男女共同参画社会基本法の施行（平成
11年6月23日）を記念して「男女共同参
画週間」と定められており、群馬県でも
毎年、男女共同参画社会の理念について
皆さんに理解し考えていただくことを目
的として、記念事業を実施しています。
平成21年度は10月に、内閣府と共催

で「全国男女共同参画フォーラムinぐん
ま」を開催し、県庁の県民ホールでのパ
ネル展示や、群馬会館での講演会を実施
しました。

講演会には、講師として登山家の田部
井淳子氏をお招きしました。「共に歩み、
共に輝く～エプロンはずして夢の山～」
を演題にお話をしていただき、大勢の方
に参加していただきました。

男女共同参画推進員
群馬県では、事業所に「男女共同参画
推進員」の設置をお願いしています。男
女共同参画推進員とは、事業所におい
て、男女共同参画の普及・啓発を行って
いただく方です。男女共同参画推進員に
は事業所において、子育て支援や女性の
能力活用、両立支援、セクハラ防止、働
く場における男女共同参画の推進など
に、中心となって取り組んでいただいて
おります。

男女共同参画推進員研修会
男女共同参画推進員を対象に、ワー

ク・ライフ・バランスを推進するための
研修会をぐんま男女共同参画センターに
て開催しました。
研修会は「性別役割を見直して活力と
体力のある職場へ」という演題で大森昭
生氏（共愛学園前橋大学国際社会学部長
（教授））にご講演をいただいたほか、『働
きやすい社会をつくる休暇制度普及セミ
ナー「こころ ゆたかに はたらく や
すむ」』において、好事例発表や「経営
に大きな差がつくワーク・ライフ・バラ
ンス」という演題で渥美由喜氏（㈱東レ
経営研究所ダイバーシティ&ワークライ
フバランス研究部長）にお話をいただき
ました。
� （群馬県人権男女共同参画課）

群馬県
Gunma

男女共同参画センター

全国男女共同参画フォーラムinぐんま

男女共同参画推進員研修会
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取組事例ファイル／企業編

Osaka株式会社 りそな銀行

『女性に支持される
銀行NO.1』を目指す

当社はお客様のほぼ半数が女性であ
り、社員の約6割が女性であるという認
識の中「女性に支持される銀行NO.1を
目指す。そのためには女性が働きやすい
会社にする。」この経営の強い信念と
メッセージが後押しとなり、次のような
改革を進めてきました。

経営直轄の諮問機関 
「りそなWomen’s Council」の
設置

2005年4月、女性従業員の声を経営に
反映させていくことを目的に、お客さま
や学生に選ばれ、誰もが働き続けられる
魅力あるりそなを目指すことをスローガ
ンに掲げ、女性15名のメンバーで発足し
ました。

1期2年間で活動し、現在3期生が活動
していますが、これまでに様々な制度の
導入や拡充を実現、セミナーを開催する
等職場環境の改善や女性の意識改革・風
土改革への提言をしてきました。

「Women’s Council」の提言に
より多様な働き方を実現した 
制度の導入

「社員・パートナー社員間転換制度」
育児・介護の事由により、勤務時間や

業務負担を軽減したい社員について一定
の期間パートナー社員(パートタイム)に
転換、再度社員復帰の権利を有した制度。

「ジョブリターン制度」
結婚・出産・育児等により退職した社

員を再雇用する制度。

また、りそなで働く育児世代の女性と
その配偶者を対象に積極的に自分自身の
キャリアやワークライフバランスを考え
るきっかけや、ネットワーク作りの場と
して「りそなパパママ会」を継続的に開
催しており、女性のキャリア形成をサ
ポートしています。

女性の視点で独自の金融商品を
開発 
～「私の『チカラ』プロジェクト」

2006年6月には、女性だけのプロジェ
クトチーム「私のチカラプロジェクト」
を発足しました。

女性ならではの視点を活かし投資商品
をはじめ住宅ローン、保険商品等の企画
からプローモーションまで行っています。
「女性のお客さまに真に役に立ちた

い」とこのプロジェクトを通じて「ピン
クリボン活動」や「ゴールドリボン運
動」などCSR活動への参画も積極的に
行っています。

「頑張る人すべてが評価される 
会社」を目指して

これまでのさまざまな取組の結果、育
児休業取得者や育児勤務者の増加、職域
の拡大、管理職者数の増加など女性活躍
の風土は着実に根付きつつありますが、
まだ道半ばです。

2008年7月に新人事制度を導入。
「ダイバーシティマネジメント」を人

材戦略の柱のひとつとし、性別・年齢・
雇用形態に関係なく「頑張る人すべてが
評価される会社」を目指しています。

（人材サービス部 ダイバーシティ推進グ
ループ）

会社概要／金融持株会社りそなホールディングスの傘下にある中核銀行。
地域特性に応じた地域密着型の営業を行うとともに、年金、証券信託業務にかかる高度なソリューションを提供す
ることで、質の高い金融サービスを身近な形で提供している。    
1918年5月設立。資本金：2799億円 従業員数：8,966人 有人店舗数：312店（2010年3月現在）

りそなパパママ会風景

Women’s Councilミーティング風景

私のチカラプロジェクト新商品発売記念
イベント
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共同参画情報部 Kyodo-Sankaku Information Board

［News & Information］

4 内閣府News

9月2日、内閣府において男女共同参画推進連携会議企
画委員会主催の標記会合が開催され、NGO等を含めて
多数の方が参加しました。

2003年から現在まで、CEDAW委員を務め、03年及び
09年の日本政府報告審議に参加し、「最終見解」フォ
ローアップ事項を担当しているドゥブラヴカ シモノ
ビッチ氏を招きました。

はじめに、CEDAW委員の林陽子氏より、「国連新ジェ
ンダー機関（UN Women）の設立について」及び「女
子差別撤廃条約個人通報制度の現況」の説明がありまし
た。

次に、シモノビッチ氏より、「女子差別撤廃条約のフォ
ローアップ制度について」の講演がありました。講演の
中では、各締約国から提出されたフォローアップ報告の
審査方法、日本のフォローアップ項目の内容、他の締約
国におけるフォローアップ制度の実施状況等についてお
話がありました。

その後、参加者から、多数の質問・意見が出され、そ
れらに対して、林氏・シモノビッチ氏がそれぞれコメン
トしました。

「国連女子差別撤廃委員会（CEDAW）
シモノビッチ委員を招いて～聞く会」を開催

2 国立女性教育会館News

国立女性教育会館では、8
月12日（木）～14日（土）の
2泊3日で、科学技術振興機構
からの委託による本事業を実
施しました。多数の学会、大
学、企業等が協力し、科学研

究者・技術者、大学生・大学院生が、参加した女子中高
生、保護者・教員と親密に交流し、理系進路選択の魅力
を伝えました。

進化し続ける夏学も今年で6回目を迎え、定番の実験・実
習、35のポスターセッションは、中高生が最先端の科学技術
を体験し、直接キャリア相談ができる最高の場となりまし
た。保護者・教員対象の「サイエンスカフェ」では、企業から
保護者への生の情報や現在の国・企業の動きを紹介しまし
た。ワールドカフェ方式のディスカッションはとても有意義
で、参加者から「あっという間の2時間だった」という声もあ
がりました。教員用プログラムでは、この事業の成果を教育
現場へ広げる試みとして簡単な指導案を作成しました。ま
た、大学生のＴＡ（ティーチング・アシスタント）が企画した

「才媛バトル」や「才媛双六」では科学の楽しさに触れました。
参加者にとって、生きた科学・技術の世界に触れ、新

しい宝物の発見と出会いの3日間になりました。

「女子中高生夏の学校2010」実施報告

3 国立女性教育会館News

国立女性教育会館では、8
月27日（金）～29日（日）
に、全国で男女共同参画社会
の形成をめざし、研究や実践
活動等を行っている個人・団
体等の相互交流とネットワー

クづくりを推進するために、平成22年度「男女共同参画
のための研修と実践の交流推進フォーラム（ＮＷＥＣ
フォーラム）」を実施しました。

初日のシンポジウム「未来へのメッセージ～男女共同
参画社会への展望 一歩先に進むための関係づくり～」
では、仙台市長の奥山恵美子さん、株式会社まちづくり
カンパニー・シープネットワーク代表取締役の西郷真理
子さん、宇都宮大学教授の廣瀬隆人さんから、女性の地
域参画や関係づくりを軸に、それぞれの実践を踏まえた
お話をいただきました。

また、期間中は6回にわたり、66件のテーマワーク
ショップ（全国からの応募58件、国立女性教育会館提供
7件、文部科学省提供1件）を実施しました。

全国から集まった1,400名を超える参加者が、熱心に
学び、交流をする貴重な3日間となりました。

平成22年度「NWECフォーラム」実施報告
1 内閣府News

8月7日、福井県永平寺町と
内閣府との共催で、永平寺町
男女共同参画宣言都市記念式
典が開催されました。

オープニングセレモニーの永
平寺町混声合唱団による大合

唱で華やかに幕を開けた記念式典では、内閣府から男女共
同参画の現状や政府の取組等について報告があった後、「あ
りがとうメッセージ」作品コンクール表彰が行われました。

続いて、町内のボランティアグループが、身近な出来
事を題材とした寸劇「みんなの家はどっちかな…？」を
演じた後、永平寺町男女共同参画都市宣言文の群読が町
長・各世代の代表者総勢24名で行われ、声高らかに力強
く宣言文が読み上げられました。

さらに、弁護士の住田裕子氏により、「一人ひとりが
輝こう…私の個性もあなたの個性も」と題した記念講演
が行われました。講演では、御自身の体験を織り交ぜな
がら、「男女共同参画社会の実現のためには、老若男女
を問わず、『ごめんなさい』『ありがとう』の言葉を意識
して言うように心がけることが大事である。また、相手
を認め、相手に感謝する気持ちを大切にしてほしい。」
等と、わかりやすく、楽しくお話いただきました。

男女共同参画宣言都市奨励事業（福井県永平寺町）開催

19



共同参画情報部 Kyodo-Sankaku Information Board

［News & Information］

9 女性と仕事の未来館Info

日時：平成22年11月20日（土）13時30分～17時00分
場所：大阪市立男女共同参画センター（クレオ大阪中央）
対象：女性のエンパワメント支援に携わる方
定員：50名 参加無料

働く女性の支援を行う女性関連施設の職員の方々等を
対象にした研修会です｡

的確な支援をするためには、働く女性の現状や支援の
課題についての知識が欠かせません。そこで、今回のセ
ミナーでは、特に社会的に課題となっている非正規労働
についての講演を行います。また、各女性関連施設での
支援の実例発表や参加者同士の意見交換をする機会も設
けました。事業に役立つ情報収集にお役立て下さい。
①講演「雇用不安定時代の女性の働き方と支援の課題」

講師：大沢真知子（日本女子大学人間社会学部教授）
②事例発表：「働く女性の支援事業の事例」

発表者：大阪市立男女共同参画センター
兵庫県立男女共同参画センター
大阪マザーズハローワーク 他

③質疑応答・意見交換
詳細は、HPを御覧ください。http://www.miraikan.go.jp/

働く女性エンパワメント支援セミナー
IN 関西～非正規労働を学ぶ～
の開催

8 厚生労働省Info

まだまだ女性が活躍する場が少ない企業において、積極
的に格差の解消を行っていくための取組のことです。固定
的な性別役割分担意識を解消し、誰もが自分らしく生き生
きと働ける社会を作っていくために、どうすればよいので
しょうか。働く女性や女子学生の皆さん、男性の方も、みん
なで考えてみませんか？どうぞふるって御参加ください！
○とき：平成22年10月19日（火）13：00～16：30
○ところ：女性と仕事の未来館（参加無料）
■ 「均等・両立推進企業表彰」厚生労働

大臣賞受賞企業表彰式
■ 企業経営とこれからのポジティブ・

アクションを考えるシンポジウム
・第1部 基調講演
「雇用システムのこれからを展望する
～鍵は「見える化」とポジティブ・アクション～」
講師：今野浩一郎氏 学習院大学経済学部経営学科教授

・第2部 ワークショップ
テーマ1「管理職としての女性の活躍促進について」
テーマ2「専門職としての女性の活躍促進について」
氏名、所属、連絡先、参加希望（第２部にも参加希望の場

合、希望される方のテーマ）を御記入し、お申し込みくださ
い。 E-mail：KJKOYO@mhlw.go.jp FAX：03-3502-6762

御存じですか？ポジティブ・アクション

7 内閣府Info

日時：平成22年11月20日（土）12：30～16：00
場所：菊池市文化会館（熊本県菊池市亘32番地）
主催：内閣府、菊池市
内容： 男女共同参画都市宣言文群読、内閣府報告、記念

講演等 ※手話通訳、託児あり
参加方法：申込不要（託児は11月10日まで要予約）
問合せ先：菊池市男女共同参画推進課（0968-25-7210）

男女共同参画宣言都市奨励事業
（熊本県菊池市）

6 内閣府Info

日時：平成22年11月13日（土）13：00～16：00
※終了時間が変更する場合があります。

場所：南条文化会館（南越前町牧谷第29号15番地の1）
主催：内閣府、南越前町、南越前町教育委員会
内容： 男女共同参画都市宣言文群読、内閣府報告、記念

講演等 ※ 手話通訳あり
参加方法：申込不要
問合せ先：南越前町教育委員会（0778-47-3810）

男女共同参画宣言都市奨励事業
（福井県南越前町）

5 内閣府Info

暴力は、その対象の性別や加
害者、被害者の間柄を問わず、
決して許されるものではありま
せん。特に、配偶者等からの暴
力、性犯罪、売買春、人身取引、
セクシュアル・ハラスメント、
ストーカー行為等といった女性
に対する暴力は、女性の人権を
著しく侵害するものであり、男
女共同参画社会を形成していく
上で克服すべき重要な課題です。

男女共同参画推進本部では、平成22年11月12日（金）か
ら「女性に対する暴力撤廃国際日」の11月25日（木）までの
2週間、「女性に対する暴力をなくす運動」を実施します。

この運動の期間中、内閣府、関係省庁及び全国各地の
関係機関等で、シンポジウムや講演会等の開催、臨時の
相談窓口の開設といった様々な取組を行います。

この一環として、内閣府は、ポスター及びリーフレッ
トを作成し、関係省庁、地方公共団体、女性団体その他
の関係団体に配布するなど、広報活動を展開します。

詳細はＨＰを御覧ください。http://www.gender.go.jp/

平成22年度「女性に対する暴力をなくす
運動」（11月12日～25日）

ポジティブ・アクショ
ン普及促進のためのシ
ンボルマーク「きらら」
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「DREAM 夢があるか
ら強くなる」。
今回は「なでしこジャパ

ン」についてご紹介します。
1979年に日本女子サッ

カー連盟が発足し、翌年、
全日本女子サッカー選手権
大会がスタートしました。
そして、1981年、初めて日
本女子代表チームが編成さ
れ、第4回アジアカップに
出場。以来、様々な大会に
日本女子代表チームが出場
することになります。
FIFA女子世界選手権は、
1991年の第1回から毎回出
場。1996年には、アトラン
タオリンピック出場。2004
年のアテネオリンピックで
はベスト8に。そして、記
憶に残っていると思います
が、2008年の北京オリン
ピックではベスト4。
来年は、FIFA女子ワー

ルドカップに出場します。
是非とも優勝してもらいた
いものです。

（編集デスク M.T）

編集後記

Editor's NoteRelay Talk

リレートーク

Relay Talk 2

奈良県女性センター 所長

Yamazaki Sanae 山崎 早苗
当センターは、昭和61年4月の開設以来、

啓発、相談、人材養成、交流支援などの事
業に取り組み、男女共同参画推進の拠点施
設として24年目を迎えています。
奈良県は、女性の就業率が全国で最も低

く、一方、専業主婦率は最も高く、女性の
家事時間が全国一長いという特徴があります。このた
め、今年度は就業支援を拡充し、ブランクの長い女性へ
の再就職支援を新たに始めています。また、当センター
は、古都奈良の玄関、興福寺西側の商店街に立地してお
り、1階には、関係団体や行政が一体となって障害者雇
用のモデル事業を展開する、障害者アンテナショップが
9月にオープンしたところです。
男女がともに対等なパートナーとして、それぞれの個

性と能力が十分に発揮できる社会の実現を目指して、今
後とも、市町村や女性団体等との連携を進めながら、積
極的な事業展開に努めます。

Relay Talk 1

小泉孝之社会保険労務士事務所 所長・特定社会保険労務士
藤枝市男女共同参画会議 委員

Koizumi Takayuki 小泉 孝之
私の住む藤枝市では、「男女共同参画の

推進に理解と意欲があり、仕事と家庭の両
立に配慮しながら、男女がともに働きやす
い職場環境づくりに積極的に取り組んでい
る事業所」を認定し、広く紹介する制度が
始まります。

そのヒアリング調査の審査項目作成に、私も携わらせ
て頂きました。法改正を反映させた「育児・介護休業関
係の制度整備と取得に向けた取組」や、間接差別の禁止
も含む「性別にとらわれず、従業員の能力発揮や活躍を
促進するための取組」等の点を工夫しました。
認定された事業所は、市のHPや広報誌、更には啓発

情報誌「らんらん」にも取組と広告が掲載されます。こ
れらは定期的に市内全戸へ配布されることから、市民に
とっても身近な話題として浸透し、事業所における男女
共同参画の普及および推進に、より一層繋がることを期
待しております。
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最寄りの相談窓口の電話番号や相談受付時間をご案内します。

こ こ に 電 話

「ＤＶ相談ナビ」０５７０－０－５５２１０

●ＤＶ相談ナビの詳細はこちら（内閣府男女共同参画局ホームページ）
　　http://www.gender.go.jp/dv/sodan_navi.html

●配偶者からの暴力被害者支援情報はこちら
　　http://www.gender.go.jp/e-vaw/index.html

ＤＶ相談ナビ広報用カード




